
なるとし H30年度交付税 種地
鳴門市 種地区分 Ⅰ－３

面積 人口密度

（k㎡） （人） 第１次 第２次 第３次
H27年 59,101 人 135.66 436 人 人 人
H22年 61,513 人 2,647 6,600 16,728
増加率 △ 3.9 ％ ％ ％ ％

住民基 H31.1.1 57,837 人 10.2 25.4 64.4
本台帳 H30.1.1 58,691 人 人 人 人

2,912 6,917 16,991
％ ％ ％

10.9 25.8 63.4
指数等

(千円・％）
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公
営
事
業
の
状
況

介護保険事業

612,480

625,903

市場事業

250,874

後期高齢者医療事業

公共下水道事業

モーターボート競走事業

副市長（特定）

804,600

411,000

（報酬）月額（円）

実質公債費比率

将来負担比率 減収補てん債（特例分）及び臨時財政対策債

102.7
積立金現在高

区分

地方債現在高

市町村類型

を除いた場合の経常収支比率（％）

事務の共同処理の状況

旧新産業都市
特定農山村地域

664,020

477,000

市町村税滞納整理機構

一人当り平均給料
改定実施年月日

議会副議長

教育長
議会議長

　加えた場合の経常収支比率（％）

95.8

退職手当債を財源とするものを

特別職等

債務負担行為額

公債費負担比率

実質赤字比率

後期高齢者医療広域連合

389,000議会議員

被保険者一人当り費用（円）

被保険者一人当り保険料調定額（円）

一世帯当り保険料調定額（円）
被保険者数（人）
加入世帯数（世帯）　H31.3.31現在

国
保
会
計
の
状
況

普通会計からの繰入金（千円）
収支額（千円）

23,878

16,706

収益事業収入額

経常収支比率

392,800
930,641

純損益　（千円）

副市長（一般）
市長

65,858

事業名

3,323水道事業 41,818
2,713,869

12,035
1,016

- 

国民健康保険事業

17,953

252,817

24,580,703

767,507 91,293

1,062,115
331,583

普通会計からの

繰入額（千円）

実質収支　又は

実質単年度収支　F+G+H-I

206,524積立金取り崩し額

908,866積立金
繰上償還金 - 

翌年度へ繰り越すべき財源

実質収支　C-D

連結実質赤字比率

単年度収支
730,532
65,165

120,638
665,367

歳出総額
歳入歳出差引額　A-B

区分

区分 Ｈ３０年度

H30.4.1
基準財政需要額

区分

ふりがな
市町村名

３６２０２６

国調

Ⅱ－１

26,584,867

600,000

150,359
522,981

歳入総額

S42.1.1　大麻町吸収合併

千円千円

基準財政収入額

標準財政規模

財政力指数（H28～30年度）

徳島県都道府県名

ラ　ス　パ　イ　レ　ス　指　数
H30.4.1H28.4.1

決算状況

S35.10.1以降の合併状況

平成３０年度

国
調

H29.4.1

506

95.0 95.0 95.9

H28.4.1 H29.4.1

25,642,818

就
業
人
口

コード番号

786,005

標準税収入額等

H27年
20,219

職　員　数　の　推　移

国調

25,798,862

H22年

人口集中地区人口

(H27年国調）（人）

518

人口

実質収支比率

産業構造

534

指定団体等の状況

地方拠点都市

Ｈ２９年度



決算額 構成比 経常一般　 左の構成 決算額 構成比 一般財源等 経常一般　　 経常収支

　　（千円） 　　（％） 財源（千円） 　比（％） 　　（千円） 　　（％） 　　　（千円） 財源（千円） 比率（％）

7,550,779 29.4 7,550,779 59.5 4,293,704 17.5 3,930,978 3,918,429 28.8

201,295 0.8 201,295 1.6 2,949,820 12.0 2,629,900 2,629,900 19.3

19,289 0.1 19,289 0.2 5,681,314 23.1 1,436,352 1,436,352 10.6

51,501 0.2 51,501 0.4 2,949,453 12.0 2,898,744 2,898,744 21.3

44,289 0.2 44,289 0.3 2,949,451 12.0 2,898,742 2,898,742 21.3

1,033,395 4.0 1,033,395 8.1 2 0.0 2 2 0.0

42,343 0.2 42,343 0.3 12,924,471 52.6 8,266,074 8,253,525 60.7

- - - - 3,330,270 13.6 2,484,351 1,783,471 13.1

44,553 0.2 44,553 0.4 394,332 1.6 305,294 305,294 2.2

26,167 0.1 26,167 0.2 1,021,439 4.2 627,416 288,297 2.1

4,118,945 16.1 3,621,974 28.5 11,030 0.0 11,030 11,030 0.1

3,621,974 14.1 3,621,974 28.5 1,010,409 4.2 616,386 277,267 2.0

496,971 2.0 - - 1,185,916 4.8 408,160 - -

13,132,556 51.3 12,635,585 99.5 - - - - -

8,251 0.0 8,251 0.0 3,058,467 12.4 2,593,218 2,409,042 17.7

168,331 0.6 - - - - - - -

226,068 0.9 33,176 0.3 2,665,808 10.8 323,735 - -

105,796 0.4 - - 15,083 0.1 13,783 - -

3,760,322 14.7 - - 2,665,808 10.8 323,735 - -

- - - - 補助 1,073,611 4.4 54,821 - -

1,924,371 7.5 - - 単独 1,460,929 5.9 243,908 - -

47,143 0.2 23,144 0.2 県営 82,772 0.3 25,006 - -

327,319 1.3 - - 同級他団体 48,496 0.2 - - -

1,826,198 7.1 - - - - - - -

786,005 3.1 - - - - - - -

778,858 3.0 126 0.0

2,551,600 9.9 - - 

25,642,818 100.0 12,700,282 100.0 24,580,703 100.0 15,008,248 13,039,629 95.8

決算額 構成比 増減率 超過課税分　　 構成比
　　（千円） 　　（％） （％） 収入済額（千円） （％）

個人分 2,587,679 34.3 △ 1.2 - 議会費 1.0 
法人分 779,386 10.3 5.2 149,570 総務費 14.6 

3,642,866 48.2 △ 0.3 - 民生費 37.1 
192,913 2.6 1.7 98,370 衛生費 7.3 
324,453 4.3 △ 2.6 - 労働費 0.0 

2,300 0.0 0.0 - 農林水産業費 2.1 
- - - - 商工費 0.9 

21,182 0.3 △ 2.5 - 土木費 7.1 
21,182 0.3 △ 2.5 - 消防費 3.4 

- - - - 教育費 14.4 
- - - - 災害復旧費 - 
- - - - 公債費 12.0 
- - - - 諸支出金 0.1 
- - - - 前年度繰上充用金 -

7,550,779 100.0 △ 0.1 247,940 合計 100.0 
区分 現年課税分（％）

円
3,500

標準税率

に対する

比率 法人税割 市町村税

１．０ （合計）

合計

固定資産税

市町村民税

地方債

宅地開発税

市町村税

　×（100/75）(千円)
区分

入湯税

特別土地保有税

軽自動車税

共同施設税

- 

市
町
村
民
税

（
個
人

）

合計

都市計画税
水利地益税

96.630.4

滞納繰越分（％）

64.6

合計（％）

2,949,453

- - 

千円

- 

99.0
180
156
144
60

目的別歳出

（千円）

9,116,063

2,578,937

664,455

7,338,104

-
- 
- 

24,580,703

1,803,836
4,308,697

基準税額　　
区分

決算額
（千円）

3,577,517

一般財源等

手数料

3,598,903

3,547,556

- 
- 

- 

218,587

836,541

183,069
334,125

普通建設事業費

性質別歳出歳入

分担金・負担金

普通

繰出金

237,274

内
訳

繰越金

寄附金
繰入金

前年度繰上充用金

投資的経費

237,274

うち人件費

市町村類型 Ⅱ－1

1,141市町村たばこ税

都道府県支出金
財産収入

諸収入

国有提供施設等交付金

国庫支出金

- 
1,742,740

旧法による税
目的税

地方消費税交付金

交通安全対策特別交付金

ゴルフ場利用税交付金

配当割交付金
株式等譲渡所得交付金

市町村名 鳴門市

積立金

一部事務組合に対するもの

それ以外のもの

人件費
うち職員給

元利償還金

小計
物件費

711,439

合計

災害復旧事業費

失業対策事業費

1.4/100

2,287,621

15,161

235,195
210,661

1,468,866
871

513,448

- 

1,004,611

1,629,108
- 

2,898,744
15,161

99.5

99.0 95.225.3

15,008,248

99.2

徴
収
率

市町村民税

投資及び出資金・貸付金

12.1/100

3,600
2,100
492
480
192

固定資産税

適用税率の状況

均等割

所得割

市
町
村
民
税

（
法
人

）

固定資産税

均等割

小計

地方特例交付金

特別地方消費税交付金

特別

地方交付税

使用料

区分

軽油・自動車取得税交付金

地方税
地方譲与税
利子割交付金 扶助費

公債費

維持補修費

区分

一時借入金利子

補助費等


